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Objectives of this study were to propose evaluating method of axial load carrying capacities of R/C columns after shear failure using 

experimental data reported in the previous paper. For this purpose two criteria were examined, i.e. Mohr-Coulomb criterion and slip criterion 

between shear crack surfaces considering friction. Effects of confinement given by various hoop reinforcing details were specially paid 

attention. Two assumptions were used, i.e. i)the cohesive stress was degraded due to damage of core concrete and ii)confining stress by hoop 

reinforcement was degraded due to damage of reinforcement depending on the details. Finally evaluating equations of maximum deflection 

angles of shear failing columns experienced before losing their axial load carrying capacities were proposed according to two assumptions 

mentioned above. 
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１．はじめに 

本報告では，文献 1)に引き続き,同文献で報告した試験体を用い,

鉄筋コンクリート造柱のせん断破壊後の軸力保持能力の評価法につ

いて検討した結果を報告する。 

筆者らは，文献 1)でさまざまな配筋詳細をもつ RC 造柱のせん断

破壊後の軸力保持能力の評価実験について報告した。この実験は，

単純軸圧縮実験結果（軸力－軸変形関係）と曲げせん断加力実験結

果（軸力保持能力喪失部材角）との関連を検討することを第一の目

的とし，軸加力実験と曲げせん断実験を同じ諸元を持つ試験体を用

いて行っている点が特徴である。さらに,曲げせん断加力実験で作用

している等価軸力と軸圧縮実験より得られた帯筋により抵抗しうる

軸力を用いて評価される軸力比が曲げせん断試験体の軸力保持能力

喪失時の部材角を精度よく評価できる，と結論づけている（２章で

もう少し説明する）。 

一方，RC 部材の変形能あるいは軸力保持能力を評価する手法とし

て，文献 2)3)などのモールクーロンの破壊基準を用いるものや文献

4)などのせん断ひび割れ面の摩擦に着目するものがある。筆者らの

文献 1)は後者の手法に属するが,本報告ではこの両者の手法を検討

する。このとき，コンクリートのみに生じる応力を用いる必要があ

るが，主筋の負担軸力を差し引くことを試みる。さらに，文献 1)で

は軸圧縮実験との関係に重点をおいたが，本報告では軸力保持能力

喪失時における帯筋の効果の低減に着目した。 

 

 

 

 

 

２．実験のまとめ 

本章では文献 1)よりその結果を抜粋して実験結果を報告する。 

表１は，軸圧縮試験体の諸元およびそれに対応する曲げせん断試

験体が示されている。すなわち，主筋，帯筋,コンクリート強度をパ

ラメータに 13 体の軸圧縮実験を行い，さらに，全く同一の諸元を持

つ試験体を用いて,26 体の曲げせん断加力実験を行っている。特に

帯筋の配筋詳細が主要なパラメータであった。図１は試験体形状お

よび配筋図である。試験体は 180×180×1200mm の長方形で，基礎冶

具で挟み込まれている上下の端部を基礎部分と考えるため，実際の

試験範囲は中央部分の 360mm である。これらの試験体は特に軸圧縮

実験での加力装置の制限により寸法が決定されている。一方，軸変

形は試験体中央部 310mm の区間を試験体の両面で 2 箇所づつ，計 4

箇所で測定している。 

加力であるが,曲げせん断加力実験では，試験体中央の試験部分

に逆対称変形が生じるような加力を行っている（いわゆる建研式）。

さらに，軸加力実験では試験体の水平変形および頂部の回転を０に

拘束した上で，軸加力を行っている。なお，この拘束のための水平

力はわずかであった 5)。 

図２(a)～(d)に実験結果をまとめた。図２(a)は軸圧縮試験体の

実験結果の例として試験体 W-0 の軸力と軸変形の関係，およびその

モデル化の方法を示したものである。すなわち，右図の斜めひび割 
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れ面での摩擦で抵抗しているモデルから得られる軸力を「初期摩擦

軸力計算値 Pfro」として軸力―軸変形関係に示している（点 C）。載

荷が進むと帯筋の拘束効果が低下していく様子が右下がりの直線で

図に示されているが,この直線は点 C と軸力が初期摩擦軸力計算値

Pfro の半分になる点 D を結んだものである。一方,最大耐力直後の

挙動は，最大耐力点 A と軸力が初期摩擦軸力計算値 Pfro となる点 B

を結んだ直線で表した。この 2 つの交点 E を軸圧縮試験体が図２(a)

の右図のメカニズムで滑り出す点と考え,この軸力を「滑り開始時摩

擦軸力実験値 Pfr」として評価した。曲げせん断試験体に作用する

等価軸力（等価とは作用せん断力のひび割れ面を滑ろうとする力へ

の寄与を考慮したという意味）をこの滑り開始時摩擦軸力実験値

Pfr で除した軸力比が，曲げせん断試験体の軸力保持能力喪失部材

角を精度よく評価する，というのが文献 1)の結論である。 

一方,個々の試験体の実験結果からも有意な知見が得られている。

図２(b)は軸圧縮試験体の例であるが，これより以下のことがわかる。 

i)コンクリート強度のみが違う試験体の比較より,コンクリート強

度の違いは最大強度時のみに顕著に表れ，斜めひび割れ面の摩擦の

みで抵抗している状態では影響が少ない。（図２(b-1)） 

ii)帯筋の詳細のみが違う試験体の比較より,帯筋の詳細の違いは最

大強度時には影響が少なく,斜めひび割れ面の摩擦のみで抵抗して

いる状態で顕著である。（図２(b-2)） 

一方,図２(c)(d)は曲げせん断試験体の例である。図中の○は最

初に設定した一定軸力が保持できなくなった加力ステップであり，

曲げせん断加力終了点を示している。この点を軸力保持能力喪失ス

テップ（必ずステップという言葉が入る）と呼ぶ。一方,それまでに

経験した最大部材角を軸力保持能力喪失までの最大部材角（あるい

は略して軸力保持能力喪失部材角，この場合はステップという言葉

は入らない）と呼ぶ。本題に戻るが,図２(c)が高軸力を,図２(d)が

低軸力を受ける試験体で,それぞれ配筋詳細の影響を見たものであ

る。これより以下のことがわかる。 

iii)図２(c-1)と(c-2)の差は少ない。すなわち，配筋詳細の影響は

高軸力を受ける試験体では少ない。これは，対応する軸圧縮試験体

の結果(図２(b-2))に水平線で示した高軸力（N=300kN）の範囲では，

挙動の差は少ないことから理解できる。 
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図１ 試験体形状及び配筋図 

表１ 試験体（曲げせん断試験体と軸圧縮試験体）の諸元 

H-0 D6(135度フック(6d)）

P-0 D6（90度フック(8d)）

W-0 D6（溶接）

S-0 D6（90度フック(4d)）

W52-0 52

W90-0 90

D13S-0 D6（90度フック(4d)）

D13W-0
D13W-1
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D13W-3
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曲げせん断試験体名
（作用軸力(kN)）
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軸圧縮試
験体名

試験体諸元

帯筋
間隔
S(㎜)

帯筋の
降伏応
力度
σwy

(N/㎜2）

コンクリー
ト強度σB

(N/㎜2）

主筋

主筋の降
伏応力度

σy

(N/㎜2）

帯筋

4-D13 335

70

4-D10 371

D6（溶接）

316

32.2

19.1

335 26.7

337 28.2

316

3434-D10

383

70

35.2

377 23.4

382 D6（溶接）
W52-1 (500)

図２ 実験結果のまとめ 

(d)曲げせん断試験体の結果の例２（低軸力試験体 N=150kN） 
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(d-2)試験体 D10SL-1(90 度フック) 
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(c)曲げせん断試験体の結果の例１（高軸力試験体 N=300kN） 
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(c-2)試験体 D10SL-2(90 度フック)
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（○：軸力負担能力喪失点） 

(a) 試験体 W-0 の軸力―軸変形関係とそのモデル化 
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(b) 軸試験体の実験結果の例(軸力―軸変形関係) 
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vi)図２(d-1)と(d-2)の差は大きい。すなわち，配筋詳細の影響は低

軸力を受ける試験体では大きい。これは，対応する軸圧縮試験体の

結果(図２(b-2))に水平線で示した低軸力（N=150kN）の範囲では，

挙動の差は大きいことから理解できる。 

なお，この高軸力と低軸力の定義であるが,以上の知見より，図

２(a)の初期摩擦軸力計算値 Pfro を基準に判断できるが，正式な定

義は後述する。 

 

３. 軸力保持能力喪失までの最大部材角の検討方法 

3.1 検討方法の概要 

２章で示した文献 1)の知見と文献 2)4)の評価手法を参考に，せ

ん断破壊後のＲＣ柱の軸力保持能力喪失時の部材角の評価法を再検

討する。前述したように，文献 1)では等価軸力という概念を用いて

滑り面の摩擦力と滑る力を作用する軸力に換算して評価したが,本

報告では滑り面での力を直接的に評価することを試みる。具体的に

は,まずコンクリートのみの応力状態を推定するために，文献 5)と

同じ手法で軸力保持能力喪失ステップの主筋の軸力を座屈をも考慮

しうる主筋の応力度－ひずみ度のモデルを用いて推定する。次に,

２つの破壊基準を想定し,それらの基準から評価されるおのおのの

試験体の軸力保持能力喪失時の応力状態を表現する指標を算出し,

そのときの部材角との関係を検討する。２つの破壊基準としては,

モールクーロンの破壊基準 2)とひび割れ面の滑り基準 4)を対象とす

る。最後に,これらの破壊基準を用いて,軸力保持能力喪失時部材角

の評価式を提案する。このとき,２章で示した知見を生かし,高軸力

を受ける場合は配筋詳細の影響がない評価式を,低軸力を受ける場

合は配筋詳細の影響を受ける式とする。さらに，配筋詳細の影響は，

文献 5)と同様に帯筋の拘束効果の低減度合いに影響するとし, 配筋

詳細ごとに受けた部材角とこの効果の低減度合いの関係を評価する

ことを試みる。 

3.2 主筋の負担分の評価 

主筋は軸力を負担するとともにダボ効果により水平力にも抵抗

する。しかしながら，本報告では，ダボ効果の評価が難しいこと,

後述するようにほとんどの主筋が軸降伏していると推測できるので

ダボ効果は少ないことより,主筋の効果は軸力負担でのみ評価した。

また，本研究ではせん断破壊する柱を対象にしているので，ひび割

れ面は試験体高さ方向の中央の反曲点付近に形成される。したがっ

て,部材上下端の曲げヒンジ領域で引っ張りと圧縮を受ける主筋と

は異なり,全主筋が有効に軸力を負担すると考えた。 

筆者らは文献 6)でＲＣ部材の帯筋で拘束された主筋の座屈後ま

での挙動を評価できるモデルを提案しており,文献 5)では曲げせん

断加力試験体の軸力保持能力喪失時の主筋の軸力をこのモデルを用

いて評価した。本報告でも同様に評価することを試みた。このモデ

ルでは座屈後の挙動は座屈区間（帯筋何本分の区間で座屈が生じる

か）に大きく影響し，モデル上の重要なパラメータになっているが，

本実験では試験体の最終的な破壊状態から，溶接帯筋は 1 区間座屈,

他の試験体は３区間座屈として計算した。また，軸変形は前述した

試験体の軸変形測定区間の値を用いた。 

以上による各試験体の軸力保持能力喪失ステップの主筋の軸ひ

ずみ度と軸応力度との関係を図３に示す。縦横軸は降伏時の値でそ

れぞれ基準化して示している。結果は軸力保持能力喪失ステップに

おいて計算上座屈が始まっている試験体はなかった。むしろ，主筋

が弾性状態に収まっている試験体もあった。以降，この主筋応力度

をσs とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 モールクーロンの破壊基準とそれを用いた評価法 

 図４(a)はモールクーロンの破壊基準（図上で原基準と表記）とコ

ンクリートの応力状態を示したものである。この基準と応力円が接

すると最大耐力となるが，文献 2)では最大耐力時には応力円と基準

が接しないが，変形が進むに従って,基準の粘着力ｃが低下すると考

え，限界変形時（軸力保持能力喪失点ではなく，耐力が最大耐力の

80%に低下した点で定義される通常の曲げ変形能）の応力円と接する

粘着力ｃを求め,限界変形と関連付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告で検討した１つめの方法は，これに習い，変形が進むに従

って,基準の粘着力ｃが低下すると考え，図４(a)に示すように低下

した基準（図上で低下した基準と表記）に接したときに軸力保持性

能が失われるとした。すなわち，軸力保持能力喪失ステップの応力

円と接する粘着力ｃを求め,そのときの変形と関連付けることがで

きる。原基準は，文献 1)5)に合わせｃ=0.24σB，μ=0.77 とした。

これは,Richart らによる静水圧下の拘束効果評価式に合致させた

係数となっている。また，応力円は以下の式(1)～(3)で求めた。 

(a)変形に伴い低下した基準に     (b)既に生じているひび割れ 

従う場合                  面（角度θ）で滑る場合 

      図４ コンクリートの応力状態と破壊基準の概念 
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図３ 軸力保持能力喪失ステップの主筋の推定軸力 
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ここで，N は作用軸力,As，σs は主筋の全断面積と前述した軸力保

持能力喪失ステップの主筋の応力度実験値，Q は軸力保持能力喪失

ステップのせん断力実験値，ｂ，D は柱の幅とせい，pw，σwy は帯

筋比と帯筋降伏応力度である。αは帯筋の拘束効果の低減係数であ

る。本研究では配筋詳細により影響を受ける拘束効果を，式(3)から

わかるように降伏応力度に係数αをかける形で表現しており，さら

にこの効果が水平変形の進行に伴い低減していくと仮定している。

これは配筋詳細によっては帯筋が降伏まで至らないこと，さらに，

水平変形の進行に伴うフックの緩みなどにより拘束効果が低下して

いくことを簡略的に表現することを意図したものである。なお,本節

で示す１つめの方法ではαを１としておく。 

3.4 滑り基準とそれを用いた評価法 

一方，本報告の２つめの方法は,図２(a)の右側の図に示したよう

に,既に生じている角度θの滑り面で摩擦により抵抗している破壊

状態を考慮したものである。このとき,摩擦面に垂直な応力度σと平

行な応力度τは以下の(4)(5)式で表される。 

 

                         (4) 

                         (5) 

 

ここで，角度θは文献 1)に合わせ，実験値の平均である 60 度と

した。この状態をモールの応力円で表現すると，図４(b)のようにな

る。すなわち，モールの応力円で角度θに対応する点 A を、原点を

通る破壊基準（図上で滑り基準と表記）の線が通るとき（すなわち

τ＝μ・σ）に滑りが生じる。しかしながら，実際に実験で得られ

た軸力保持能力喪失ステップの応力円を描くと，通常は滑り基準の

線は点 A を通らない。これは以下のように解釈できる。まず，滑り

が生じる点 A を通る傾きがμの直線のｙ切片（粘着力ｃ）を求めて，

式(6)で表しておく。 

 

                           (6) 

 

 

 

ここで，実験で得られた軸力保持能力喪失ステップの応力円上の

点 A が図４(b)に示した滑り基準の上にある場合,すなわちα＝１と

した上でｃ＞０の場合を考える。この場合は，軸力に抵抗するのに

帯筋の拘束力のみでは不足で，コンクリートの粘着力が必要な領域

と解釈できる。従って，滑り破壊基準で破壊したのではなく,１つめ

の方法で示した破壊基準（原基準から低下したどこかの時点）に従

って破壊が生じたと判断できる。本報告では，この様な軸力を「高

軸力」と定義する。なお，式(6)において Q=0（τt=0）とすると，

この定義による高軸力とは２章の最後に示した初期摩擦軸力計算値

Pfro より大きい軸力であることを意味する。 

次に, 実験で得られた軸力保持能力喪失ステップの応力円上の点

A が図４(b)に示した滑り基準の下にある場合，すなわちｃ＜０の

「低軸力」を受ける場合であるが,物理的にｃは負の値にはなり得な

いので,応力円の方が大きくなって基準と接したと解釈される。そし

て大きくなる要因がσt の低下（図４(b)のσt が小さくなり X 軸上

を左に移動すれば,応力円は大きくなる），すなわち水平変形の進行

に伴う帯筋の拘束効果の低減である。この低減率がαであるが，こ

のαは，式(6)においてｃ＝０として，式(7)で得られる。 

 

 

                           (7) 

 ２つめの方法の考え方をまとめると，ｃ＞０（高軸力）の場合は

１つめの方法に従い,ｃ＜０（低軸力）の場合は，αと軸力保持能力

喪失時の変形とを関連付ける，となる。 

 

４. 軸力保持能力喪失までの最大部材角の評価式 

4.1 想定する２つの破壊基準による粘着力ｃを用いた検討 

 本節では, まず,想定する２つの破壊基準を用いて得られる粘着

力ｃを評価尺度とした検討を行う。すなわち，αを１とした上で,

それぞれの基準に従い粘着力ｃを求め, 軸力保持能力喪失部材角と

関連付ける。 

図５は軸力負担能力喪失ステップの応力円に接するモールクー

ロンの破壊基準のｙ切片を粘着力ｃとして求め, 軸力保持能力喪失

までの最大部材角と比較したものである。この方法は 3.3 節で示し

た１つめの方法そのものである。図は帯筋に溶接帯筋を用いたもの

だけの場合と全試験体を用いた場合の両方を示している。縦軸は式

(8)で表されるモールクーロンの原基準の粘着力 co で基準化してい

る。また，図中には近似曲線とその精度も示してあるが，主筋なし

の試験体２体は傾向が若干異なるので近似用のデータからは除外し

てある（以下断らない限り同様）。 

                         (8) 

一方,図６は図５と同じ図であるが,滑り基準による粘着力ｃと

して，軸力負担能力喪失ステップの式(6)による粘着力ｃを求め，軸

力保持能力喪失までの最大部材角と比較したものである。図５と図

６を比較すると,溶接帯筋だけの場合も全試験体の場合のいずれも，

滑り基準を用いた図６の方が精度がよかった（図５(a)と図６(a)あ

るいは図５(b)と図６(b)の比較）。また，溶接帯筋と他の帯筋の場合

を比較すると,モールクーロンの破壊基準によるもの（図５(b)）は，

ばらつきは同程度で,他の帯筋の場合が若干下側に位置している。一

方, 滑り基準によるもの（図６(b)）は，ｃ＜０の範囲で他の帯筋の

場合のみがばらつきが大きい。 

4.2 評価式の検討 

本節では,3.4 節で示した２つめの方法を念頭に評価式を検討す

る。3.4 節の最後にまとめたように,考え方としてはｃ＞０の場合は

１つめの方法に従うとしたが，本報告では簡略化のため，ｃ＞０の

場合はモールクーロンの破壊基準によるｃ（すなわち図５）ではな

く，滑り基準によるｃ（すなわち図６）を用いて部材角と関連付け

た。これは,i)ｃ＜０の場合との連続性,ii)いずれにせよ粘着力ｃと

の関連付けなので趣旨として大きく違わない,iii) モールクーロン

の破壊基準によるｃより滑り基準によるｃを用いた方が精度がよい，
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ことによる。モールクーロンの破壊基準によるｃと滑り基準による

ｃがあまり違わないことを確認するために、図７に両者を比較して

おく。モールクーロンの破壊基準によるｃの方が滑り基準によるｃ

よりも若干大きめであるが, ｃ＞０の領域ではほぼ線形の関係があ

ることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８は滑り基準によるｃと部材角の関係，すなわち図６の，ｃ＞

０の場合のみを示したものである。本報告ではこれらのデータを直

線近似した。結果は図上に示したが，溶接帯筋を用いた場合（図(a)）

と,全試験体の場合(図(b))では大きな差はない。すなわち，両図に

配筋詳細の影響はあまりみられない。そこで、ｃ＞０の場合は図８

(b)に示した式を採用した。 

次に, ｃ＜０の場合は，αと軸力保持能力喪失時の変形とを関連

付けることを試みる。図９は軸力保持能力喪失ステップのデータを

用い,式(7)より個々の試験体の帯筋の拘束効果の低減率αを求めて,

αと軸力保持能力喪失までの最大部材角と比較したものである。溶

接帯筋を用いた場合（図(a)）とその他の帯筋の場合（図(b)）に分

けて示したが,傾向が大きく異なることがわかる。すなわち,すでに

示しているように, ｃ＜０の場合は配筋詳細の影響が極めて大きい。

そこで，それぞれの図ごとに直線近似を行い,その結果を図上に示し

た。これがそれぞれの配筋詳細別の軸力保持性能喪失部材角の評価

式となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上をまとめると評価式として以下の式(9)が得られる。 

 

 

                      (9) 

 

 

ここで，c はα＝１として式(6)で求める。また，co とαはそれぞれ

式(8)(7)で求める。なお，上記の方法は c>0 と c<0 で独立に近似式

(a)溶接帯筋シリーズのみ       (b)全試験体 

図６ 軸力保持能力喪失ステップの滑り基準による粘着力 c と軸

力保持能力喪失部材角の関係 
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(a)溶接帯筋シリーズのみ       (b)全試験体 

図５ 軸力保持能力喪失ステップのモールクーロン基準による粘

着力 c と軸力保持能力喪失部材角の関係 
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図７ 軸力保持能力喪失ステップにおけるモールク

ーロン基準と滑り基準によるｃ／ｃo の比較 
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図９ c<0 の試験体の帯筋効果低減係数αの評価例 
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図８ c＞0 の試験体の R と c/co の直線化 
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を求めているので,式(9)のｃ=0 での連続性が保証されないが,式(9)
は結果としてほぼ連続性をもった式となっている。 

図 10 は軸力保持性能喪失ステップのデータを用いて，式(9)によ

る計算値と実験値を比較したものである。相関係数が図中に示され

ているが，文献 1)では全試験体の相関係数が 0.79，主筋無しを除く

と 0.84 だったのに対し，精度が上昇している。 

図10は軸力保持性能喪失ステップのせん断力 Q と主筋の応力σs
の実験値を用いているので，実際の設計等での利用を考え，Q とσs

に計算値を用いた場合の評価式の精度を図 11(a)(b)に示した。図

11(a)は Q=0 とした場合で，図 11(b)は Q にせん断強度計算値 7)を用

いた場合である。いずれもσs は降伏応力度σy としている。式の性

格上 Q=0 とすれば若干危険側に，Q にせん断強度計算値を用いれば

若干安全側の評価となる。なお，主筋なしの試験体は検討から除い

ていたが,ほぼ安全側にはなっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５. まとめと今後の検討課題 
軸力を帯筋の拘束力による摩擦力のみで支持できるかどうか（具

体的には式(6)の c の符号）で高軸力と低軸力を定義し，その軸力レ

ベル毎に「せん断破壊する RC 柱の軸力保持性能喪失までに経験しう

る最大部材角」の評価式を実験的に求めた（式(9)）。高軸力を受け

る場合は，滑り基準による指標（式(6)のｃ）を用いて部材角と関連

付けた。また，低軸力を受ける場合は，帯筋の拘束効果の低減率（式

(7)のα）を用いて部材角と関連付けた。なお，実験結果を反映させ，

高軸力試験体では配筋詳細が影響しない式，低軸力試験体では影響

する式となっている。 

本研究で対象にした試験体は寸法が小さく，シアスパン比が全て

同じである。帯筋フックの形状などの配筋詳細には寸法効果が影響

することが考えられ，また，試験体の応力度―ひずみ度関係には寸

法効果の他に柱の長さ，すなわちシアスパンが影響する。今後これ

らの影響を検討していく必要がある。 
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図 10 喪失ステップにおける Q、σs を用いる場合の評価式の精度

相関係数=0.86(全試験体) 
=0.89(主筋無し除く) 

(a)Q=0、σs=σy を用いる場合   (b) Q にせん断強度計算

値、σs=σy を用いる場合

図 1１ Q、σs に計算値を用いる場合の評価式の精度 

相関係数=0.78(全試験体) 
=0.83(主筋無し除く) 

相関係数=0.73(全試験体)
=0.78(主筋無し除く)
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